
政権公約に対する指定都市市長会要請 

人口減少社会の中で、日本の将来にわたる成長力を確保し、一億総

活躍社会を実現するためには、国と地方が一体となり、引き続き強力

に取組を進めていく必要がある。

 特に「地方創生」は重要な政策であり、東京一極集中の是正や若い

世代の就労・結婚・子育ての希望実現に向けて、地方が創意工夫し、

自らの魅力を発揮していくことが重要である。 

 指定都市は、圏域における中枢都市として、日本をけん引するエン

ジンとなり、一億総活躍社会及び地方創生の実現に向けて、先駆的か

つ先導的役割を果たしていく決意である。 

その一方で、指定都市が能力を十分に発揮し、役割を果たしていく

ためにも、基盤となる地方分権改革の推進と地方税財源の確保が不可

欠である。 

貴政党におかれては、来たる衆議院議員総選挙の政権公約に、次の

提案を盛り込み、日本の持続的な発展並びに地域の特性に応じた多様

な大都市制度及び大都市財政の実態に即応した地方税財政制度の確

立に向けて、積極的に取り組まれるよう強く要請する。
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１ 誰もが活躍できる社会の実現 

（１）働き方改革の推進 

  働き方改革を推進するには、各種法整備とともに雇用主である企業側の意

識改革や自主的取組が欠かせない。こうしたことから、国として経済界等へ

の働き掛けを行うとともに、地方において多様で柔軟な働き方等に取り組む

企業への、地域の実情に応じたきめ細かな支援を実現するため、指定都市等

に対する直接的で自由度の高い交付金を創設すること。 

（２）児童福祉施策の拡充 

  子ども・子育て支援新制度の趣旨である幼児期の教育・保育や地域子ども・

子育て支援事業の量的拡充と質の向上を実現するため、１兆円超程度の財源

について恒久的な確保策を講ずるとともに、待機児童対策のための保育所な

どの施設整備に係る補助率の嵩上げ措置を継続するほか、保育士等の人材確

保策の更なる拡充などを実現するための財源を確保すること。 

  また、幼児期の教育・保育の無償化など利用者負担の軽減や、子どもの医

療費助成等、子育て家庭などの経済的負担を軽減するための財政措置を講ず

るとともに、児童相談体制の充実、児童養護施設などの小規模化や里親委託・

支援の充実といった家庭的養護の推進、子どもの貧困対策の推進、ひとり親

家庭支援の推進等、子どもの将来が生まれ育った環境によって左右されるこ

とのないよう、財政措置の拡充など必要な措置を講ずること。 

２ 持続可能な社会保障制度の実現  

（１）医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立 

国民皆保険制度を安定的で持続可能な制度として再構築するため、国の責

任において、医療保険制度の一本化に向けた抜本的改革を実現すること。 

また、一本化が実現するまでの間は、今般の医療保険制度改革にとどまら

ず、更なる公費の追加など国保制度が抱える構造的な問題の解決に必要な財

政措置を講ずるとともに、地方単独事業に係る国庫負担金等の全ての減額措

置を廃止すること。 

なお、医療保険制度改革に当たっては、指定都市とも十分な協議を行った

上で制度設計すること。 



（２）介護保険制度の円滑な実施

介護保険制度を円滑かつ安定的に運営できるよう、地方公共団体の意見を

十分反映し、制度改正や介護報酬の改定等を行うこと。 

特に、介護予防・日常生活支援総合事業については、全ての市町村が円滑

に運営できるよう必要な支援を行うとともに、地域支援事業について、地域

の実情に応じた多様なサービスが提供できるよう必要な財政措置を講ずるこ

と。 

また、給付費の増大に伴い介護保険料が上昇しており、低所得者を中心に

保険料や利用料の負担が重くなっていることから、更なる負担軽減策を実施

すること。 

さらに、介護従事者の確保に必要な対策を引き続き講ずるとともに、地域

包括ケアシステムの構築に向けて指定都市が主体的に取り組めるよう、地域

医療介護総合確保基金に指定都市への配分枠を確保するなど、運用の改善を

講ずること。 

３ 大都市制度・地方分権改革の推進

（１）多様な大都市制度の早期実現

基礎自治体優先の原則の下、住民がより良い行政サービスを受けられるよ

う、従来から指定都市市長会が提案している「特別自治市」制度の法制化な

ど、地域の特性に応じた多様な大都市制度の早期実現を図ること。 

（２）地方分権改革の推進

指定都市が持つポテンシャルを最大限発揮できるよう、「補完性・近接性」

の原理に基づき、更なる事務・権限の移譲と、役割に見合った財源の拡充な

ど、地方分権改革を推進すること。 

早期に移譲を求める事務・権限の例 

・大規模災害時における救助主体の権限 

・私立幼稚園の設置認可等の権限 



４ 大都市財政の実態に即応する財源の拡充

（１）真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正

真の分権型社会の実現のため、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税

からの税源移譲を行い、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さ

らに、国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、その新たな役割分担に

応じた「税の配分」となるよう、地方税の配分割合を高めていくこと。 

また、地方公共団体間の財政力格差の是正を目的に導入された地方法人税

は、単なる地方間の税収の再配分となる制度であり、受益と負担の関係に反

し、真の分権型社会の実現の趣旨にも反する不適切な制度である。地方公共

団体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減ずることなく、

国税からの税源移譲等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども含め一体的

に行うこと。 

（２）大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 

大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税、

法人所得課税等の配分割合を拡充すること。 

特に、地方消費税と法人住民税の配分割合を拡充すること。 

（３）事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

道府県から指定都市に移譲されている事務・権限及び新たに移譲される事

務・権限について所要額が税制上措置されるよう、道府県から指定都市への

税源移譲により大都市特例税制を創設すること。 

（４）地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止

地方交付税は、地方固有の財源であることから、国の歳出削減を目的とし

た総額の一方的な削減は決して行うべきでない。 

地方交付税総額については、歳出特別枠を堅持するとともに、地方の財政

需要や地方税等の収入を的確に見込むことで、必要額を確保すること。 

なお、地方の保有する基金の増加や現在高を理由とした地方財源の削減は

決して行わないこと。 

また、地方の歳出削減努力によってもなお生ずる財源不足の解消は、地方

交付税の法定率の引上げによって対応すべきであり、臨時財政対策債は速や

かに廃止すること。 

さらに、地方交付税の算定に当たっては、大都市特有の財政需要を的確に

反映させるとともに、各地方公共団体における予算編成に支障が生じないよ

うに地方交付税額の予見可能性の確保に努めること。


